


別紙（1）  

放課後児童クラブ室整備費申請額算出内訳  

1卜  ＼さT－  

（注）1B欄には、施設整備費の工事野の対象面積を記入することd  

隠  2C欄の金掛こ1円未満の端数がある場合は、1円未満を切り捨てて記入すること。  
3工事事務費のD欄には、A欄の鯛と工糊のD欄の鯛の2・6％に相当する金額をて少ない方の金額を記入すること。  

4j欄には、D‡臥F欄及びⅠ棚の金額を比較して最も少ない金額を記入すること。 5K欄には、J欄の金臥所定の国庫柵率を乗じて得た額を言己入すること。ただし、1，000円未満の曲が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。   

別紙（1）  

（略）   

憩  

崗  

畜  
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改  正  

別紙（2）  

事  業  計   

1 対象施設の概要  
（1）施設の名称  

（2）所在地  

（3）事業の目的及び効果  
（4）設置主体及び経営主体  
（5）利用（1日当たり予定）人員  乳幼児  

／ト学生  

中学生等  
計   

2 施設整備費に係る事業計画  
（1）施設の規模及び構造  
ア 敷地面積  ポ  

別紙（2）  
事   業  計   

1 対象施設の概要  
（1）施設の名称  
（2）所在地  

（3）事業の目的及び効果  
（4）設置主体及び経営主体  
（5）利用（1日当たり予定）人員  乳幼児  

小学生  
中学生等  
計   

2 施設整備費に係る事業計画  
（1）施設の規模及び構造  

人
人
人
人
 
 

人
人
人
人
 
 

ア 敷地面積   
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）  
り 整備の区分   
施設整備の区分（創設）  

（初度設備相当加算の有無）  

イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）  
ウ 整備の区分   
施設整備の区分（創設）  

（初度設備相当加算の有無）  

エ 建物の面積  建築面積  ポ、延面積  ポ、延面積  エ 建物の面積  建築面積  
オ 建物の構造 （  造）   オ 建物の構造 （  造）  

（注）1各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。（複合  
施設の場合は、施設全体の面積及び各施設ごとの面積を明らかにした  

（注）1各室ごとに室名、用途及び面積を明らかにした表を添付すること   
施設の場合は、施設全体の面積及び各施設ごとの面積を明らかにした   

ものであること。）  
2 配置図及び各階平面図を添付すること。  

ものであること。）   

配置図及び各階平面図を添付すること。  
費  

2
 
 

備  整
 
 

）
ァ
イ
ウ
エ
オ
カ
 
 

2
 
 

（2）整備費内訳   

ア 工 事 費   
イ 工事事務費   
り （小 計）   
エ その他の工事費   
オ 初度設備   
力 合  計  

（1汀f当たり  円）   工 事 費  
工事事務費  
（小 計）  

その他の工事費  
初度設備  
合  計  

円
円
円
円
円
円
 
 

（1汀f当たり  円
円
円
円
円
円
 
 



現  行  

初度設備の内容  

（注）工事費費目別内訳書を添付すること。  

源
 
財
 
 

内訳  ）
ァ
イ
ゥ
 
 

3
 
 国庫補助金  
00補助金  
設置者負担金  
（内訳）一般財源  

地方債  
寄付金   

工 合  計  

（4）施工計画   

ア 直営・請負の別   

イ 契約年月日   
ウ 着工年月日   
工 完成年月日   
オ 事業開始年月日  
（5）その他参考事項   





改  正  後   現  行  

b□  

（芹  モヨ  
琳（  トJ  

科制一義淳鴇  
8壱＝碁5日芝電  
回穎べ＝妙計ミ  

暮雲感付茫贈  

かnr討i戸閏  
＝不）■R＞  
什妾ヰ益ヰ  
いミ）か］県か  

○バ「  

0
0
∽
 
 
 





区  分  

事  薄  

工  事  事  務  甜  

拍 塵 設 備 相 当 加 算  

移 動 型 児 竜 折 用 車 両  

（   小   計   ）  

そ の 他 の 工 事 費  

計  

（注つl B‡闇には、施設整備甜  

2 C欄の金額に1円未描  

3 工事二部務努のD珊には  

ヰ J‡闘には、D欄、F欄  

5 K珊には．J欄の金額   

憩  

別紙（1）  

（略）   

華  

国  

畜  

大型児童館（A型、B型）整備費精算額算出内訳  

（施設の名称）  

支 出 漬  対象経費の実支出額    寄 付金  算定基牒による算定額    国庫補助  国庫補助金  国庫補助金    国庫補助金l差引過△   
その他の  不足額  

総事業費  面積等  単  価  金  頓   収 入   
A   円  B  C  円  D   円  E  円  F    円  G  H  円  l  円  J  円  K    円  1＿   円    M   円 N  円  

ld  ポ  

の工事軌こついては対象面碩を、移動型児童館用車両については設置台数を記入すること。  

の端数がある場合は、1円未満を切り捨てて記入すること，  

、A柵の金額と工事費のD仰の金額の2．6％に相当する金額を比較して少ない方の金額を記入することっ  

及びl欄の金額を比較して最も少ない金額を記入すること。  

に所定の国庫補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、1，000円未満の端数が生じた場合はこれを切り指てるものとする。  
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改  正  後  

事 業 実 績 報  

1 対象施設の概要  
（1）施設の名称  

（2）所在地  
（3）設置主体及び経営主体  
（4）利用（1日当たり）人員  乳幼児  

小学生  
中学生等   
計  

人
人
人
人
 
 

2 施設整備費に係る事業内容  
（1）施設の規模及び構造  
ア 敷地面積  
イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収地の別）  
り 整備の区分   
施設整備の区分（創設、改築、大規模修繕の別）  

（初度設備相当加算、移動型児童館用車両の有無）  
エ 建物の面積  建築面積  ポ、延面積  
オ 建物の構造 （  造）  

カ 野外活動用設備等の状況（B型児童館に限る  

（2）支出済事業費総額   

ア 工 事 費   
イ 工事事務費   
り （小 計）   
エ その他の工事費  
・オ 初度設備   
力 移動型児童館用車両   
キ 合  計  

（1nf当たり  円）  円
円
円
円
円
円
円
 
 

初度設備の内容  

品  目  数 量  規  格  単  価  金  額  

円   円   

計   



現  行   改  正  後  

（注） 工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書  
を添付すること。  

（3）施工期間   
ア 契約年月日   
イ 着工年月日   
ウ 完成年月日   
工 事業開始年月日  
（4）その他参考事項   

（添付書類）   

1 請負の場合は、工事請負契約書の写  
直営の場合は、支払領収書の写   

2 工事完了を確認するに足る検査済証の写  
（建築基準法第7条第3項又は第18条第7項の規定による検査済証）   

3 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）   

4 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）   

5 建物内外主要部分の写真   
6 工事契約金額報告書（別紙①）   
7 契約書（又は請書）の写   
8 検収調書（又はそれに代わるもの）の写   
9 車両内外主要部分の写真   

（注） 工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書  
を添付すること。  

（3）施工期間  
▼一一丁    十Tl′．L／1→ 「「  

［   ′  巽ホリ1干月 ロ   

イ 着工年月日   
ウ 完成年月日   
工 事業開始年月日  
（4）その他参考事項   

（添付書類）   

1 請負の場合は、工事請負契約書の写  
直営の場合は、支払領収書の写   

2 工事完了を確認するに足る検査済証の写  
（建築基準法第7条第3項又は第18条第7項の規定による検査済証）   

3 各室ごとに室名、旦塗及び面積を明らかにした表  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）  

4 建物平面図（建物面手責を明記したもの）及び立面図  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）  

5 建物内外主要部分の写真   
6 工事契約金額報告書（別紙（D）   
7 契約書（又は請書）の写   
8 検収調書（又はそれに代わるもの）の写   
9 車両内外主要部分の写真  

0
0
¢
 
 



改  正  後   現  行   

別紙①   別紙①   

（略）   番 号  

年月日  

各都道府県知事殿  

社会福祉法人000会  
理事長0000  

施工業者  

株式会社△△△建設  
代表取締役△△△△  

工事契約金額報告書  

発注者（委託者）社会福祉法人000会と請負者（受託者）株式会社△△△建  
設は、◇◇◇施設建設工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次のとお  
り締結し施工するとともに、国庫補助金についてもこれに基づき算定したことを  
報告する。  

契約年月日 金 額  

当初00工事請負契約平成年月 日金 円  

00変更（追加）契約平成年月 日金 円  

平成年月 日金 円  

設計監理委託契約平成年月 日金 円  

平成年月 日金 円  



改  正  後   現  行   

別紙7  別紙7  

（略）  5（2）の直接補助の場合  

l  番  号   

年  月  日  

厚 生 労 働 大 臣  殿  

指定都市の長  

中 核 市 の 長  
（∈百）  

平成  年度児童厚生施設等整備費補助金の事業実績報告について   

平成  年  月  日厚生労働省発雇児第  号で交付決定を受けた平成   

年度児童厚生施設等整傭費補助金に係る事業実績については、次の関係書類を  

添えて報告する。  

精  算  額  金  1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
 

施設 の名 称  

精算額算出内訳  別紙（1）のとおり  

事業実績報告書  別紙（2）のとおり  

指定都市又は中核市の歳入歳出決算書（見込書）抄本   



別紙（1）  

児童厚生施設整備費精算額算出内訳  

腰併区分・創設・改築・拡針大規模修繕）  （モの名称）   

支 出 済 対象鐘状の実支出額     寄付金  拝定基準による算定析    国東補助  
その他の差引額  不足傾  

区  分            収入（∧－E）        基本額   
D 円  

lト ヾr  

工 1匡  事  務  費  

初 度 設 傭 相 当 加 算  

年 長 児 受 用 加 昇  

穆・動 用児涯館用 車両  

（  ′ト   計  ）  

そ の 他 の 工 事 計  

謡  

（江）1（整備区分：創設・改築・拡張・大規模修繕）には、抜当する監制区分に○印を付すこと。  

2 B欄にIま、施設整備ぎ†の工事費の対象面楠を」移動型児童館用車両については設置台数を絶入すること。  

3 C聞の金附こl円未満の端数がある場合は、1円未満を切り捨てて吉      己入すること，  
4 工事事務サのD棚には、A欄の金額と工事弊のD欄の金額の2・6％に相当する金板を比較して少ない方の金惚を記入すること。  

5J珊には、D欄、F欄及びⅠ欄の金額を比較して最も少ない金額を記入すること・  

6K肌こは、J欄の金紗こ所定の阻随補助率を乗じて得た額を記入すること。たれ、1・000円末牒の端数が生じた場合はこれを切り櫓てるものとするっ   

別紙（1）  

児童厚生施設整備費精算額算出内訳  

（】無役の名称）  

支出績  昇｛基準による算定額    国庫補助  国庫補助金  国庫補助金  国斤耳輪助金  差引適△  
その他の  不足額  

区  分   総事業費   

C円   

巡  事  費  †J  

工  事  事  務  狩  

初 産 設1南 柏 当 加 弾  

年 長 児 曳 用 加 詳  

移動用 児誌盤用 軒・両  

国  

その他の工軍曹 

A  計  

（往）1 く盤悌区分：創設・改築・拡張・大隠模様紹）には、吉哀当する盟棚区分に○印を付すこと∂  

年長l計碇用 加儲の欄に比、拡倭又は大愚絶結線の揚含のみ記入し      A     －A〆て記入すメ‾  
旦 8肌こは、施設整備狩の工珊の対級面積を・移動型児堕舘用車両については投花台数を記入すること。  

A C柵の金楓こ1円未満の端如こある場合は、l円東浦を切り捨てて苫己入すること9  

畜  旦工事啓冊のD欄には・∧珊の金聯と工事抒のD珊の金脚）2・6％に相当する金額を比較して少ない方の細を記入すること。  
6J柵には．D軋F珊及び－即）金額を比較して最も少ない金額を言己入すること。  

7 K欄には、川の金酢こ所定の国庫補助率を乗じて得た傾を記入すること。ただし、1・000円兼捕の端数が生じた場合はこれを切り持てるものと1‾る〇  
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別紙（2）  

事 業 実  
1 対象施設の概要  
（1）施設の名称  

（2）所在地  
（3）設置主体及び経営主体  
（4）利用（1日当たり）人員  

書  告  報  績  事 業 実 績 報  
1 対象施設の概要  
（1）施設の名称  

（2）所在地  
（3）設置主体及び経営主体  
（4）利用（1口当たり）人員  

等
 
 

児
生
生
 
 

動
学
学
計
 
 

乳
小
中
 
 

乳幼児  

小学生  
中学生等   
計  

人
人
人
人
 
 

人
人
人
人
 
 2 施設整備費に係る事業内容  2 施設整備費に係る事業内容  

（1）施設の規模及び構造  
ア 敷地面積  

（1）次世代育成支援行動計画等名  
の該当部分の写しを添付すること。  

イ 敷地の所有開発  己所 地、借地、買収地の別）  
ウ 整備の区分   
施設整備の区分（創設、改築、拡張、大規模修繕の別）  

（初度設備相当加算、年長児童用加算、移動型児童館用車両の  
有無）  

ア 敷地面積  ポ  
イ 敷地の所有関係  己所 地、借地、買収（予定）地の別）  
り 整備の区分  
・施設整備の区分（創設、改築、拡張、大規模修繕の別）  

（初度設備相当加算、年長児童用加算（拡張又は大規模修  エ 建物の面積  建築面′積  
（放課後児童クラブ室（再  

ポ、延面積  ポ  
に限る。）、移動型児童館用車両の  

エ 建物の面積  建掛  
（放課後児童クラブ室（再亀   

造  ポ、延面積  
ポ）  

オ 建物の構造 （  

造  オ 建物の構造 （  
（3）支出済事業費総額   

（2）支出済事業費総額  
ア 工 事 費  
イ 工事事務費  
り （小 計）   
エ その他の工事費  

（※）オ 初度設備  
（※）カ 年長児童用設備  
キ 移動型児童館用車両   
ク 合  計  

（1rげ当たり  円）  円
円
円
円
円
円
円
円
 
 

ア 工 事 費   
イ 工事事務費   
り （小 計）   
エ その他の工事費   
オ 初度設備   
カ 年長児童用設備   
キ 移動型児童館用車両   
ク 合  計  

（注）カの年長児重用設備には、  

円（1rげ当たり  

円  
円  
円  
円  
円  
円  

円）  

円  
拡張又は   汐 の場合のみ記入し、創設又は  

には、アの工  ること。  

初度設備、年長児重用設備の内容  （※）オ、カの整備内容（整備区分ごとに記載）  
とに記  り設又は改築の場合には、年長児重用設備の  

内容を必ず記入するこ   

目  数 量  規  格  単  価  金  額  

円   円   

目  数 量  規  格  単  価  金  額  

円   円   

（注）工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書  
を添付すること。  

（注） 工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書  
を添付すること。   



現  行  改  正  後  

（3）施工期間   
ア 契約年月日   
イ 着工年月日   
り 完成年月日   
工 事業開始年月日  
（4）その他参考事項   

（添付書類）   

1請負の場合は、工事請負契約書の写  
直営の場合は、支払領収書の写   

2 工事完了を確認するに足る検査済証の写  
（建築基準法第7条第3項又は第18条第7項の規定による検査済証）   

3 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）   

4 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）   

5 建物内外主要部分の写真  

（4）施工期間  
テ 契約年月日   
イ 着工年月日   
り 完成年月日   
工 事業開始年月日  
〔旦Lその他参考事項  

（添付書類）   

1請負の場合は、工事請負契約書の写  
直営の場合は、支払領収書の写   

2 工事完了を確認するに足る検査済証の写  
（建築基準法第7条第3項又は第18条第7項の規定による検査済証）   

3 各室ごとに室名、用途及び面積を明らかにした表  
（交付申請書に添付丁たものと同一の場合は省略）   

4 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）   

5 建物内外主要部分の写真   
6 工事契約金額報告書（別紙①）   
7 契約書（又は請書）の写   
8 検収調書（又はそれに代わるもの）の写   
9 車両内外主要部分の写  

工事契約金額報告書（別紙①）  
契約書（又は請書）の写  
検収調書（又はそれに代わるもの）の写  
車両内外主要部分の写真   

6  

7  

8  

9  

∽
－
 
 



改  正  後   現  行   

別紙①   別紙①   

（略）  番  号  
年月日  

各 殿  
！   中核巾の長  

社会福祉法人 ○（⊃○会  

理事長  0000   

施工業者  
株式会社 △△△建設  

代表取締役 △△△△  

工事契約金額報告書   

発注者（委託者）社会福祉法人000会と請負者（受託者）株式会社△△△建  
設は、◇◇◇施設建設工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次のとお  
り締結し施工するとともに、国庫補助金についてもこれに基づき算定したことを  
報告する。  

契 約 年 月 日   金  額   

当初00工事請負契約  平成  年  月   日  金  円   

○（⊃変更（追加）契約  平成  年  月   日  金  円  

平成  年  月   日  金  円   

設計監理委託契約  平成  年  月   日  金  円  

平成  年  月   日  金  円  



現  行  正  後  改  

別紙8  

5（3）又は（4）の間接補助の場合  

番  号  

年  月  日  

厚 生 労 働 大 臣  殿  

都道府県知事  
指定都市の長（毎わ  
中 核 市 の 長  

平成  年度児童厚生施設等整備費補助金の事業実績報告について   

平成  年  月  日厚生労働省発雇児第  号で交付決定を受けた平成   

年度児童厚生施設等整備費補助金に係る事業実績については、次の関係書類を  

添えて報告する。  

1 精  算  額  金  

2 施設の名 称  

3 精算額算出内訳  別紙（1）のとおり  

4 設置主体から都道府県（指定都市又は中核市）へ提出された事業実績報告   

書副本   

（この事業実績報告書の記載内容及び添付書類は、別紙7の様式を準用   

すること。）  

5 都道府県（指定都市又は中核市）及び設置主体の歳入歳出決算書（見込   

書）抄本   



別紙（1）  

児童厚生施設整備費精算額算  

（整憫区分：創設・改薫・拡張・大規模修繕）  

設狂者の  算定基準による昇定欝病  
支出・i新  その他の  

区  分     総事業費  

A   円   B   C  円   D   円   E  円   F   円   G   H  円   Ⅰ   円  

工  事  抒  f  

工 帯  革 棟  数  

緋度設備 相 当 加算  

年 長 児 魔 用 加 訝  

移動型児立転用車両  

（  l   計  ）  

そ の 他 の 工 事 費  

計  

（注）l（整備区分：創設・改薫・拡張・大規模修繕）には、冨兵当する整偵区分に○印を付すこと。  

2 

3 CⅧの金簡に1円未満の端数がある場合は、1円未摘を切り楕てて記入すること。  

藤  
5 J暮れには、D欄、Ff■及びⅠ■の金頼を比較して最も少ない金犠を紀入すること。  

6 L憫には、Jl¶の金1頓に茶道府県（指定席市又は中核市）の補助すべき割合を乗じて得たt贋とK欄の金簡とを比較して少なし  

7 M†附こは、L柵の金簡に所定の同価補助率を点じて得た櫛を記入すること。ただし、】，000円未満の端数が生じた場合l   

別紙（1）  

児童厚生施設整備費精算額算  

（整伯区分：別様・改築・拡肇・火規様様柑）  

投一世 
支出 

区  分  

∧  
寒  

L  事  好  

］二  重  宰  秩  貨  

初度設備 相 当 加罪  

年 畏 児 立 相 加 罪  

国  

（  」  計  ）  

そ の 他 の 上 ■笹 汁  

へ  言ト  ／   ／            ／   ／  
注）1（矩相区分二釦儲・改童・正誤・大娩柁If繕）にrl、畏友当する整憧区分に⊂）印を付すこと，  

畜  
旦 B欄に（L施設惣備曹の上明†♂〉才一鋲前著dを、移動型児夜露用混両については設聞台数を記入すること。  

旦 C偶の企雪月に1円未満ノ〉場数がある場釦士．1円未満を切り捨てて記入すること。  

旦 工事T笹子方1モのD†網にけ ∧Ⅷの金閻と工＝一軒柁のD珊の企価の2・6％に相当する金額を比較して少ない方の金朝を記入する  

旦J欄には、nⅧ．F欄及びⅠ珊の企邪を比較して励も少／【い金栃を記入すること】  

ヱ L欄に1LJ欄の金順に軌道府IJ．t（指定都市又け「中棒市）の補助すべき割合を采じて得た粕とK偶の食柏とを比戦して少な  

旦M†附こは、L澗の食掛二所定の屈庫補助て寺呈五■染して得た欄を言己入することっただし、1．000門奈捕の端数か生じた場合  

｝＿【，   

対象経世の実支出額       寄付金   算定基準による昇定欝病    都道府県  都道府丑  国旗補助  国庫柵肋金  風隠補助金  国庫補助金  差引過△   
一新  薙引甥  （指定都市）  不足額  

収入    （AけE）           面相等   単  価   金  額       面積等   単  価   金  書責  
新補  

円  B  C  円  D   円  E  円  F   円  G  H  円  Ⅰ   円  J   円   K 円  L    円  M    円  N   円  0    円  P  円  

者の  井定基準による算定徹  
済  その他の  （指定都市  不足額  
事集‡モ  

哺助基本額   
済積  

円   B   C  円   D   円   E  円   F   P】   G   H  円   t    円  

97   





別紙（1）  

放課後児童クラブ室整備費精算額算出内訳  

（整備区分：創設）  （設の名称）  

区 分  
舞 染ん  の｛支出額    寄付金  昇定基準による算定額    国庫補助  国庫補助金  国庫補助金  国庫補助金  差引過△  

その他の  不足額  
総事業費   

A    円  B  C  円  D   円  E  円  F    円  G  r】 円  1   円  j  円  K    円  L    円  M   円  N  円  

工  事  穀  

工事事務訝  

初度設備相当加算  

（小 計 〉  

その他の工事訝  

A  計  

（注）1 B欄には、施設盟傭費の工事舞の対象面相を記入すること。  

2 C欄の金額に1円未満の端数がある場合は、1円東浦を切り持てて記入すること。  

隠  3 工事事儲朋のD偶には、A欄の金額と工事費のD偶の金栢の2．6％に相当すも金額を比較して少ない方の金額を記入すること。  
4J欄には、D欄、F欄及びl欄の金額を比較して最も少ない金頼を記入すること。  

5 K欄には、J欄の金掛こ所定の国庫補助率を乗じて待た額を記入すること。ただし、1・000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。   

別紙（1）  

（略）  

憩  

国  
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改  正 後  

事 業 実 績  書
 
 
 

告
 
 
 

艮
 
幸
 
 

1 対象施設の概要  
（1）施設の名称  

（2）所在地  
（3）設置主体及び経営主体  
（4）利用（1日当たり）人員  乳幼児  

小学生  

中学生等  
計  

人
人
人
人
 
 

2 施設整備費に係る事業内容  
（1）施設の規模及び構造  
ア 敷地面積  
イ 敷地の所有関係  己所 地、借地、買収地の別）  
ウ 整備の区分   
施設整備の区分（創設）  

（初度設備相当加算の有無）  

エ 建物の面積  建築面積  ポ、延面積  
オ 建物の構造 （  造  

（2）支出済事業費総額   

ア 工 事 費   
イ 工事事務費   
ウ （′ト 計）   
エ その他の工事費   
オ 初度設備  

（1rげ当たり  円）  円
円
円
円
円
円
 
 

計  

初度設備の整備内容  

目  数 量  規  格  単  価  金  額  

円   円   

（注） 工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書を  
添付すること。   



正  後  

（3）施工期間   
ア 契約年月日   
イ 着工年月日   
ウ 完成年月日   
工 事業開始年月日  
（4）その他参考事項   

（添付書類）   

1 請負の場合は、工事請負契約書の写  
直営の場合は、支払領収書の写   

2 工事完了を確認するに足る検査済証の写  
（建築基準法第7条第3項又は第18条第7項の規定による検査済証）   

3 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表  
（交付申請書に添付したものと同山の場合は省略）   

4 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）   

5 建物内外主要部分の写真   
6 契約書（又は請書）の写   
7 検収調書（又はそれに代わるもの）の写   
8 車両内外主要部分の写真   

（3）施工期間   
ア 契約年月日   
イ 着工年月日   
り 完成年月日  
主 事業開始年月日  
（4）その他参考事項   

（添付書類）   

1 請負の場合は、工事請負契約書の写  
直営の場合は、支払領収書の写   

2 工事完了を確認するに足る検査済証の写  
（建築基準法第7条第3項又は第18条第7項の規定による検査済証）   

3 各室ごとに室名、用途及び面積を明らかにした表  
（交付申請書に添付てモものと同一の場合は省略）   

4 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図  
（交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）  
建物内外主要部分の写真  
契約書（又は請書）の写  
検収調書（又はそれに代わるもの）の写  
車両内外主要部分の写真  

5  

6  

7  

8  一
〇
一
 
 



現  行  改  正  後  

別紙10  

5（6）の間接補助の場合  

番  号  

年  月  日  

厚 生 労 働 大 臣  殿  

都道府県知事 唾）  

平成  年度児童厚生施設等整備費補助金の事業実績報告について   

平成  年  月  日厚生労働省発雇児第  号で交付決定を受けた平成   

年度児童厚生施設等整備費補助金に係る事業実績については、次の関係書類を  

添えて報告する。  

1 精  算  額  金  

2 施設の名 称  

3 精算額算出内訳  別紙（1）のとおり  

4 市町村から都道府県へ提出された事業実績報告書副本   

（この事業実績報告書の記載内容及び添付書類は、別紙9の様式を準用   

すること。）  

5 都道府県及び市町村の歳入歳出決算書（見込書）抄本   



別紙（1）   

放課後児童クラブ室整備費精算額算出内訳   

腰傭区分：創設）  （麻殻の名称）   

実支黒1碩    寄付金  算定基準による算定額    都道府県  都道府l鶏  国庫補助  国庫補助金  圏庫補助金  国僅補助金  差引過△  
支出凛  その他の  不足簡  

区  分  
済桶   

A    円  B  C  円  D    円  E  円  F    円  G  H  円  Ⅰ   円  J   円  K   円  L   円  M   円  N   円  0   円  P  円  
「」、 ヾ▼・・・  
工  「町  費  

工  寧 事 務  資  

胡度設備相 当 加 算  

（  ′ト   汁  ）  

そ の 他 の 工 事 貯  

計  

（注）1 B欄には、施設整備舞の工事費の対穀面積を記入すること。  

2 C柵の金隠こl円未満の端数がある場合は、1円未満を切り捨てて記入すること．  

3 工事事務費のD欄には、A聞の金額と工事資のD欄の金額の2．6％に相当する金額を比較しで少ない方の金橋を記入すること。  

4J欄には、D欄、F欄及びⅠ仰の金額を比較して照ら少ない金恨を記入すること。  

5 い軋こは、JⅧの食掛こ都道府県の補助ナペき割合を乗じて得た額とK欄の金額とを比較Lて少ない方の金額を記入すること。  

6 M欄にほ、L椰の金額に所定の回腸補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、1．DOO円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする－   

蘇  

別紙（1）   

（略）  

ミ堅  

国  

畜   
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別紙11  

児童厚生施設等整備費補助金調書  

平成  年度 厚生労働省所管 厚生保険特別会計 児壷手当勘定  （地方公共団体名）  

国  地  方  公  共  団  体  

歳  入  歳  出  
交付決定柵   備  考  

史  助  うち国庫補  うち国庫捕  
の密l率  支出済簡   

助金相当額   砂金相当額   
円  円   円   門  円  円  円   円   円  

（項）児立育成捗集貨  

（目）児童育成秘薬牒  

帥助金  

（積辣内所）  

児盈厚生施設等整備数  

主体工耶欝  

その他の工萄常  

初度設備費等  

醇  
作成要領）  

1「国」の「交付決定の  

2「地方公共団体」のr  

配分が、日の内訳に係る  

3「予算現額」は、歳入  

4「備考」は、参考とな  

5椰助事業等の地方公姫   

おいて地方公共団体の歳入の科日に「前年度繰越額」を掲げる場合は、そのr予界現額」及び「収入済顎」の数字下欄に国庫補助金額を内罫（）をもって附記すること。  

6 市町村が間接補助邪業者等である場合における調番の作成は、本表に準ずることも この場合においては、本表中「匡】」とあるのは一都道府県」と、「地方公共同勘 とあるのは「市  

町村」とし、歳出の予算現額欄、支出済栃欄及び翌年度繰越額欄の次にそれぞれ「うち間接補助金等相当額」の欄を設けることG   

別紙11  

児童厚生施設等整備費補助金調書  

平成  年度 厚生労働省所管 生企特別会計 児亜手当勘定  （地方公共団体名）  

国  地  方  公  共  団  体  

歳  入  歳  出  
交付決定捕   備  考  

歳出 予 算 科 目  助  うち国庫綿  うち国庫補  
の櫛率  支出済領   

憩  助金相当額  助金虻当頼  
円  円   円   円  円  円  P】   円   円  

（項）児童育成事業蒲  

（大部項）  

児菰の腱全裔成こ必封  
柑）児亀有成弥ニ  

補助  

国  （積算内訳）  

児墾厚生施設等  

主体工  

その他の  

初度設備  

畜  
1「国」の「交付壬  1」は、交付決定適  むの補助                           企の斬の区分に応じて、記入すること。  

2 「地力公共用体」の「科机 は、歳入にあっては、放、項、日、節を、歳汎にあっては．款、項、目をそれぞれ記入すること。なお、故山については、前記】の毒引こ対応する捷曹の  

配分が、日の内訳に係るときは、当該托致の配分を日の内訳として記＜すること乙  

3「予算現餅」は、歳入にあっては、当初予算軋補正子孫朝等の区分を、歳出にあっては、当初予算紺、WiEr牒組子愉呈！支出簡、流椚増減梧乍冨のF分を明らかにすること；  

J「麻生は参考と′る′き事項尤’｛｝－する－と    lソ一：亡へ◆ど適且．．じ人 －。  

5補助邪菜等の地方公共閉作の歳日子蘭灘の維趣が行なわれた場合における翌年度に行われる乳該補助率英軍こ係る柵助金等についての調節の借成は、本蓑に班ずること；二の場合に  

おいて地方公共即本の爺入の稗鋸＝「iポ川‡度繰越軌 を掲げる場合は、そのト丁頂現帆及び「収ん斤軌 の敬二手下順に同種補助金祁を内お（）をヰJつて附託することて  

6 市町村が描1棲補助召i業者等であろ場合における調書の作成は、本牒に准ずること。この場合においては、本表中「問」とあるのは「都道J在県」と、「地方公田冊ノF」とあるのは「市  

町村」とし、歳机の予算呪財瀾、支H済恕瀾及び聖咋庶練越研欄の次にそれぞれ「うち間接補助金等棉当軌の榊を設けること。   
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別紙12  

施   設   の  

構  

建物の構造及び面硝    建築再  

1ト  ヾヽ－・－  

廷面  

金  

主†本］二 朝  

％  

出  

金  
その他の工1㌍  

％  

来  

金  

謡  初度設備粁等  
％  

荷  

企  
A   計  

％  

別紙12  

（略）   

ミ撃  

国  

畜  

平成  年度児童厚生施設等整備費補助金による施設の工事着工報告書  

（粛；道府県 指定都市名又は中核市  

設  恩  田  体  

直潜・貢青負の別  主 作 工 事 費  

そ の 他 の 工 事 扮  

初 度 設 備l貯 等  

A   ぎ十   

契 約 年 月 日  
経  費  内  訳  

着 工 中 月 日  

完成予定年月 日  
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別紙13  

平成  年度児童厚生施設等整備費補助金による施設の工事進捗状況報告  

（都道府県、指定都市名又は中核市名）  

創設、拡張  12月末日の  

ユヒ  圏腐巨補助額  繰越見込高  考  

等の別  出来高  

A  円    B ％   ％   D（100－C）％   

謡  計  

別紙13  

（略）   

潜  

国  

畜  
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